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SUMMARY

   Strong motion indices such as the instrumental JMA seismic intensity provide important information in

earthquake emergency management. Because observed seismic motion is strongly affected by site response

characteristics, some estimation procedures are necessary to obtain the spatial distributions of these indices. In this

study the applicability of the nationwide proposed GIS-based soil amplification ratios have been examined for the

October 6, 2000 Tottori-ken Seibu and the March 24, 2001 Geiyo earthquakes. For the two events a relatively good

correlation between the observed and estimated ground motion indices are observed.
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１　はじめに

最近の被害地震を鑑みると，震災軽減のために早期被害

評価をすることの重要性があらためて感じられる．地震直

後に得られるマグニチュードと震源位置の情報のみで複

雑な被害状況を推定することは難しく，広範囲または高密

度の強震観測網から得られる詳細な震度分布情報によっ

て被災地域の絞り込みや適切な意志決定が可能となる．そ

して，地震発生直後に最大加速度(PGA)，最大速度(PGV)，

SI 値，計測震度のような地震動指標の空間分布をほぼリ

アルタイムに把握することができれば，救助活動や緊急対

応に対して非常に効果的である．しかし，地表面における

地震動指標の値は地盤特性に非常に強く影響されるため，

その影響を地震動分布において適切に取り入れる必要が

ある．地震動強度は一般に震源・伝播経路・地盤特性に関

する項を含む距離減衰式によって評価することができる．

このうち地盤特性については，地震のコーダ波の解析，微

動観測，核実験での弱震動などを用いて多くの推定手法が

経験的に提案されている．例えば Tinsley and Fumal1)はロ

サンゼルス盆地において第四紀層の分布と地震動との関

連を検討している．Borcherdt2)，Anderson ら 3)はカリフォ

ルニア南部の表層地質構造から地震動増幅に関する定量

的な検討を行っている．Wills ら 4)はカリフォルニアの地

域的な地震危険度評価の方法として，類似した S 波速度構

造をもつ地質ごとにグルーピングした地盤条件図を提案

している．日本では，松岡・翠川 5)は関東地方に対して地

表から深さ 30mまでの地盤の平均S波速度 30AVS と国土

数値情報の相関関係を用いて PGV に対する地盤増幅率を

算出した．福和ら 6)は愛知県および名古屋市の地震被害想

定で得られた地震動予測結果を利用して，国土数値情報の

標高・地形・表層地質から PGA と PGV の増幅倍率を推定

している．また大西ら 7)は気象庁の観測点の地形地質を国

土数値情報をもとに分類し，これと強震記録の距離減衰式

の地点（補正）係数との関係を比較することで，日本全国
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で用いることのできる増幅倍率を提案している．

距離減衰式と地盤増幅度を組み合わせることで，山崎ら
8)は観測値を用いて地震ごとの距離減衰式を構築し，さら

に空間補間を用いて精度良く地震動指標を推定する方法

を提案している．本研究ではこの手法を 2000 年 10 月 30
日に発生した鳥取県西部地震( 3.7=JMAM ，北緯 35.3 度，東

経 133.4 度，深さ 11 km)と，2001 年 3 月 24 日に発生した

芸予地震( 7.6=JMAM ，北緯 34.1 度，東経 132.7 度，深さ 60

km)に適用し，ほぼ同じエリアにおける推定結果が地震に

よってどのように異なるのかを検討する．対象とする地震

強度指標として，ここでは地震発生後に様々な判断基準と

して用いられることの多い計測震度を取り上げる．

２　地震動指標の空間分布の推定方法

以下の検討では鳥取県西部地震と芸予地震の際に強震

ネット(K-NET)および基盤強震観測網(KiK-net)により観

測された強震記録を用いて推定を行う．K-NET および

KiK-net（地表）の記録から水平成分の最大値が 1 cm/s2以

上の記録を選択したところ，解析に用いる観測波形のデー

タセットはそれぞれ 329 組および 454 組となった．またこ

の手法の精度を確認するために，気象庁による両地震の観

測記録も用いた．また Yagi and Kikuchi の断層モデル 9), 10)

を参考にして鳥取県西部地震は長さ 20km 幅 10km の左ず

れ正断層，芸予地震は長さ 25km 幅 10km の正断層による

ものとし，これらの断層面から観測点までの断層最短距離

r を求めた．

2.1　地震動指標の距離減衰

大西ら 7)は，国土数値情報を用いて全国をほぼ一律の基

準に従って地形地質分類し，各分類に対する地点係数の平

均値により地震動強度指標値の増幅度を推定する方法を

提案している．地点係数は Moras and Yamazaki11)の距離減

衰式の補正項として導入された地点ごとの揺れやすさを

表す係数で，その観測点における地盤条件，地形効果，地

震計の設置条件などの影響が重なったものと考えられる．

これを各地形地質分類ごとに平均したものが平均地点係

数である．以下の検討では「山地」に対する計測震度の平

均地点係数の差を地盤増幅度とみなす．

地表面において計測震度の観測値が得られると地形地

質分類ごとの地盤増幅度を差し引いて基盤面における計

測震度
BASEI を算出する．この分類は観測点が含まれる国土

数値情報の 1 km 四方メッシュのものであり，必ずしも観

測点そのものの分類を表しているわけではない．次に，地

震ごとに観測値に基づいて，以下の関数形で表される基盤

面における距離減衰式を構築する．

ε++++= )(log10210 drbrbbI BASE
(1)

ただし r は断層最短距離(km)，
0b , 

1b , 
2b は回帰により求

める係数である． rb1
と )(log102 drb + の項は非弾性減衰と

幾何学的減衰をそれぞれ示しており，ここでは
2b は童・

山崎 12)に従って-1.89 とした．さらにd は震源近傍で地震

動強度が飽和する影響を，ε は誤差をそれぞれ表している．

震源近傍で地震動強度が飽和する影響は，幾何学的減衰の

項にのみ適用したが，これは幾何学的減衰と比較して震源

近傍では非弾性減衰が無視できるためである．鳥取県西部

地震ではこの項が一定の値をとるものと仮定し，非線形の

最小自乗法を誤差の和が最小になるまで繰り返して用い

た．ただし，芸予地震の場合は断層面からの最短距離が

Table 1 Results of the regression analyses for the JMA

Seismic Intensity at the base outcrop level.

b0 b1 b2 d (km) ε

Tottori EQ 7.527 -0.00416 -1.89 5.0 0.496

Geiyo EQ 8.695 -0.00956 -1.89 0.0 0.526
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Fig. 1 Mean predicted IJMA by the attenuation relationships

and converted observed IJMA at the rock outcrop level.

-2266-

第11回日本地震工学シンポジウム



40km 以上の記録のみであったため震源近傍の頭打ちを確

認することができず，この項を無視した．

鳥取県西部地震および芸予地震の基盤面における計測

震度
BASEI に対する回帰分析の結果を Table 1 に示す．また，

距離減衰式と基盤面相当の計測震度の関係をFig. 1に示す．

ここでは，距離減衰式を各地震に対して構築したが，

Shabestari and Yamazaki13)は K-NET の 823 観測点で得られ

た強震記録を用いて PGA，PGV，計測震度について距離

減衰式を構築した．計測震度
JMAI に対する距離減衰式を式

(2)に示す．

i

JMAJMA

ch

rrMI

++
−−+=

00774.0

log89.100313.0855.0346.1 10 (2)

ここで，
JMAM は気象庁マグニチュード， h は震源深さ，

ic は地点係数である．

Fig. 1 には式(1)を実線，式(2)で
ic に「山地」の平均地点

係数を与えたものを一点鎖線で表している．鳥取県西部地

震の場合，式(2)は震源近傍の頭打ちを考慮していないた

め，最短断層距離が 10 km 以下で式(1)に対して乖離が見

られるが，それ以外では比較的類似した値となっている．

このため基盤相当の計測震度は式(1)と式(2)で比較的良い

対応を見せている．これに対して芸予地震の場合は，式(2)

は式(1)と大きく乖離しており，基盤相当の計測震度の対

応もよくない．このため，芸予地震に対して式(2)を用い

ると推定誤差が大きくなると考えられる．

以上により，多くの地震記録を用いて構築した距離減衰

式は地震により推定精度が異なるが，観測値から地震ごと

の距離減衰式を構築することで，地震動強度をより正確に

把握できることがわかった．

2.2　空間補間

各地震ごとに距離減衰式を構築し，国土数値情報の各メ

ッシュに対する地盤増幅度を加えることで精度良く計測

震度の地表面分布を推定することができるが，さらに観測

値を用いて空間的に補間することでより推定精度が向上

することが期待される．

山崎ら 8)は，平均値(トレンド成分)と共分散を既知とす

る Simple Kriging法 14)を用いて空間補間を行うことを提案

している．この方法を兵庫県南部地震に対して適用したと

ころ，PGV の分布と高速道路の高架橋の被害がよく対応

していることを示している 8)．この方法では，基盤面にお

ける距離減衰式をトレンド成分，距離減衰式の値と観測値

から地盤増幅度を差し引いて求めた基盤相当の値の残差

をランダム成分として空間補間を行う．また共分散関数は

距離に比例する指数関数型とした．最終的には基盤面にお

ける値に空間補間した残差を加え，さらに地盤増幅度を加

えることで計測震度の地表面分布を推定することができ

る．この空間分布は観測点では推定値が観測値と等しくな

り，そこから離れるにしたがって基盤における距離減衰式

に地盤増幅度を加えた推定値に近づく．

３　推定結果

鳥取県西部地震および芸予地震における計測震度の空

間分布を推定した．ここでは，観測点の影響を表す相関距

離を山崎ら 8)に従い 5.0 km とした．また，Kriging 法を用

いた空間補間を行うにあたり，狭い範囲に複数の地震計が

あり，かつその値に大きな差があると補間が困難になる場

合が生じる．そこで，10 km の範囲内に複数の観測点が含

まれている場合は，その中で計測震度が最大の地点のみを

選択した．Fig. 2 は以上により得られた空間分布を示して

いる．両地震とも推定値は地震計設置点で観測点と等しく

なっており自然な分布が得られている．ただし，相関距離

の決め方や，狭い範囲に多くの観測点がある場合の扱いに

ついては今後も検討が必要である．とくにここでは狭い範

囲の中で計測震度が最大のものを選択したが，このように

するとその周辺の推定値が大きくなる恐れがある．

Fig. 3 は各 K-NET，KiK-net の観測点における観測値と

推定値の関係を示している．空間補間を行った場合の方が

空間補間を用いていない推定値よりもバラツキが小さく

なっている．なお，前述のように空間補間に用いた観測点

では推定値と観測値が等しくなっている．

つぎに K-NET，KiK-net の観測記録を用いた推定値と他

の機関による観測値との対応を確認した．Fig. 4 は気象庁

の強震観測点の計測震度と，地震ごとの距離減衰式と地盤

増幅を用いた推定結果を空間補間して得られた値（○印）

とを比較したものであるが，両地震とも良い対応を見せて

いる．またこの図には Shabestari and Yamazaki12)による距

離減衰式によって推定した結果を＋印で示している．Fig.

1 で得られたのと同じように，鳥取県西部地震の場合はこ

の推定方法でも比較的精度良く推定できているのに対し

て，芸予地震の場合は観測値と推定値の乖離が大きい．こ

のことからも観測記録を用いて各地震に固有の距離減衰

式を構築し，さらに空間補間をおこなうことで，高い精度

で計測震度の空間分布が推定できることがわかる．

４　まとめ

本研究では，各地震ごとに距離減衰式を構築して観測値

を用いた空間補間により計測震度を推定する方法を鳥取

県西部地震及び芸予地震に適用し，その精度を確認した．

この方法は，地盤特性の影響を除去するために基盤におけ

る距離減衰式を構築し，それをトレンド成分とする

Kriging 法を適用したものに国土数値情報の各メッシュご

とに与えられる地盤増幅度を加えて地表面における計測

震度の分布を得るものである．

まず距離減衰式について多くの地震記録によるものと

各地震ごとに構築したものを比較したところ，鳥取県西部

地震の場合は両距離減衰式がほぼ同じ推定結果を与える

のに対して，芸予地震の場合は両者で大きな乖離が見られ

た．地震直後に観測値が得られるといった条件下では，距
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(a) Tottori Earthquake

(b) Geiyo Earthquake

Fig. 2　Spatial distribution for the IJMA
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離減衰式を構築した方がより高い精度が得られるといえ

よう．

つぎに K-NET および KiK-net の観測値を用いて推定し

た結果を気象庁の観測値と比較したところ，両地震とも比

較的良い推定結果を示した．観測値の空間補間により計測

震度分布を推定する方法は，各地震ごとに距離減衰式を構

築することで地震ごとの変動を除去できること，空間補間

をすることで観測点で推定値が観測値を再現する自然な

空間分布が得られることという利点があり，検討を行った

二地震に対して精度良い推定結果が得られた．
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